
平成年月日 金曜日 (第号付録) 月目録官 報

日

号
外

ペ
ー
ジ

三
一
六

国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施

行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す

る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令

二
二
278

五

三
一
七

職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る

政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

二
二
278

五

三
一
八

行
政
執
行
法
人
の
役
員
の
退

職
管
理
に
関
す
る
政
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令

二
二
278

七

三
一
九

公
営
住
宅
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

二
二
278

九

三
二
〇

自
衛
隊
法
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

二
二
278

九

三
二
一

衛
星
リ
モ
ー
ト
セ
ン
シ
ン
グ

記
録
の
適
正
な
取
扱
い
の
確

保
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
七
282

三

三
二
二

地
方
自
治
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

二
七
282

三

三
二
三

高
重
合
度
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
テ

レ
フ
タ
レ
ー
ト
に
対
し
て
課

す
る
暫
定
的
な
不
当
廉
売
関

税
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

二
七
282

三

三
二
四

炭
素
鋼
製
突
合
せ
溶
接
式
継

手
に
対
し
て
課
す
る
暫
定
的

な
不
当
廉
売
関
税
に
関
す
る

政
令

二
七
282

四

三
二
五

金
融
商
品
取
引
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日

を
定
め
る
政
令

二
七
282

四

三
二
六

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
等

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
七
282

五

三
二
七

電
子
委
任
状
の
普
及
の
促
進

に
関
す
る
法
律
の
施
行
期
日

を
定
め
る
政
令

二
七
282

九

三
二
八

電
子
委
任
状
の
普
及
の
促
進

に
関
す
る
法
律
第
六
条
第
一

項
の
期
間
を
定
め
る
政
令

二
七
282
一
〇

三
二
九

国
民
年
金
法
施
行
令
及
び
政

府
管
掌
年
金
事
業
等
の
運
営

の
改
善
の
た
め
の
国
民
年
金

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
経

過
措
置
に
関
す
る
政
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令

二
七
282
一
〇

条

約

三
一

バ
イ
オ
セ
ー
フ
テ
ィ
に
関
す

る
カ
ル
タ
ヘ
ナ
議
定
書
の
責

任
及
び
救
済
に
関
す
る
名
古

屋
・
ク
ア
ラ
ル
ン
プ
ー
ル
補

足
議
定
書

八
266

二

最
高
裁
規
則

五

裁
判
官
の
報
酬
以
外
の
給
与

に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則

一
五
272
五
八

内
閣
官
房
令

〇
内
閣
官
房

九

職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る

内
閣
官
房
令
の
一
部
を
改
正

す
る
内
閣
官
房
令

二
二
278
一
一

一
〇

行
政
執
行
法
人
の
役
員
の
退

職
管
理
に
関
す
る
内
閣
官
房

令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣

官
房
令

二
二
278
一
七

府

令

〇
内

閣

府

五
二

沖
縄
総
合
事
務
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

一
260

七

五
三

児
童
手
当
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

一
四

一

五
四

金
融
商
品
取
引
法
第
二
章
の

六
の
規
定
に
よ
る
重
要
情
報

の
公
表
に
関
す
る
内
閣
府
令

二
七
282
一
〇

五
五

金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
に

規
定
す
る
定
義
に
関
す
る
内

閣
府
令
等
の
一
部
を
改
正
す

る
内
閣
府
令

二
七
282
一
二

府
令

・
省
令

〇
内
閣
府
、
総
務
省

七

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
命
令

八
266
一
〇

八

郵
便
貯
金
銀
行
及
び
郵
便
保

険
会
社
に
係
る
移
行
期
間
中

の
業
務
の
制
限
等
に
関
す
る

命
令
の
一
部
を
改
正
す
る
命

令

二
七
282
九
二

九

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
命
令

二
八

二

〇
内

閣

府
、
財

務

省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、

環

境

省

二

中
小
企
業
等
協
同
組
合
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

二
七
282
九
二

〇
内

閣

府
、
財
務
省
、

経
済
産
業
省

五

経
済
産
業
省
・
財
務
省
・
内

閣
府
関
係
株
式
会
社
商
工
組

合
中
央
金
庫
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
命
令

二
七
282
九
三

〇
内
閣
府
、
厚
生
労
働
省

七

確
定
拠
出
年
金
運
営
管
理
機

関
に
関
す
る
命
令
の
一
部
を

改
正
す
る
命
令

二
六
281

二

八

労
働
金
庫
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
命
令

二
七
282
九
三

〇
内
閣
府
、
農
林
水
産
省

八

農
業
協
同
組
合
及
び
農
業
協

同
組
合
連
合
会
の
信
用
事
業

に
関
す
る
命
令
等
の
一
部
を

改
正
す
る
命
令

二
七
282
九
三

〇
内
閣
府
、
経
済
産
業
省

二

割
賦
販
売
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
命
令

一
260

八

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

四

不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

一
261

一

省

令

〇
総

務

省

七
八

地
方
独
立
行
政
法
人
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一
260
七
六
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